
















資産 の　部 負　債 の　部
科　目 平成5年度平成4年度前年度との差 科　目 平成5年度平成4年度前年度との差
流動資産 1，175 741 434流動負債 1，629 1，428 201
現金予金等 739 317 422 未払金等 507 396 111
未収金・延納 233 209 24 短期借入金 998 947 51
棚卸資産 203 216 △13 その他の負債 124 85 39
固定資産 62，607 61，026 1，581固定負債 28，293 25，783 2，510
土地 3，373 3β88 △15 長期借入金 28，293 25，783 2，510
立木竹 56，426 54，796 1，630 負債合計 29，922 27，211 2，711
建物その他の資 2，354 2β87 △33 資本 の　部出資金金等 454 454 0 固　資本 175 175 0




資本合計 33β60 24，555 △695
































































小　　計 2，402 2，465 △63
本年度損失 1，066 1，060 6
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「新政府（明治維新政府のこと一著者）による土地政策の方針は，林野にたいして最も露骨なか
たちで進められた。けだし耕地床と異なり，林野にはいまだ所有意識の成長がきわめて微弱であ
って，封建的領有権の強力な支配下に慣習に基づく利用が行われるに過ぎぬ状態で，その多くは
農用林など集団的な入会い慣行の対象となっていた。こうした状態のところへ政府は，林野にた
いしても耕地と同様に，売買その他明白な実績あるもののみに所有権を認める方針で臨んだから，
その結果は広大な国有林を形成せしめることとなり，わが国林業は官営林業を中心として近代化
することになった。」（8）
　新政府ははやくも明治4年7月民部省通達として表一3のような官林規則をだしている（9）。こ
こには植林を勧め（第1），立ち枯れ根返し等が良木を害するばあいは間伐を勧め（第2），乱伐
を禁じ（第3），松，杉，檜等国家必要の品については私林にたいしても「せいぜい培養いたす」
こと，並木は伐採すべからす（第4，第5）とし，そして最後に「水源の山林良材雑木にかかわ
らず乱伐すべからず」（第6）としている。ここに，すでに，明治期における政府の林野政策の
原型が窺われるのである。
2　山林作業費制度
　槙氏によれば，国有林の会計は第2次世界大戦の敗戦以前において，基調としては一般会計に
よって実施されている。しかし，その間において，断続的に特別会計によって国有林会計を処理
している時期がある。その内容とその意義は何であったか。
（8）林野庁前掲書上巻40ぺ～ジ。
（9）林野制度研究会編，「近代林野制度資料集」，御茶の水書房， 6ページ。
（39） 国有林野会計制度の変遷過程 39
　第一の時期は，槙氏によって「山林作業費制度」と名付けられている特別会計制度である。そ
れは，5力年にわたる計画であったが，1878年から2年間しか実施されなかった。作業費制度
は「鉄道，電信，鉱山，造幣，など作業に属する経費は，他の一般経費と区分し混同しないよう
に経理される」（1°）制度であり，この制度のもとで，作業費は，興行費と営業費に区分され，前
者は有形固定資産の購入，建設のための支出（いわゆる資本的支出）であり，後者は「平常の事
業に属する諸費」を集めたものである。木材収入はいったん大蔵省に納付されω，これから営
業費が支払われ，興行費はあらかじめ定められた「保存期間」（耐用年数）にもとついて，作業
の益金をもって，償却が行われた。「作業益金」は〔税外収入〕として大蔵省に納付し，不足を
生じたときあるいは設備を増設した場合には，「資本欠損ノ補填」として「更に大蔵省から交付
することになっていた」。また，1879（明治12）年には，「事業開始後の事業拡張のための設備
増設費なども興行費で支弁することとなり，興行費は資本的支出を経理するものとなった」ω。
　この特別会計は，前述のように5力年間の有限立法であった。その目的は，内務卿伊藤博文の
太政大臣への恭請書によれば，「本来，我ガ邦，産鉄ナキニアラストイエドモ，其量欧州諸国二
及フコト能ハス。シカシテ樹木に至リテハ，其高速ク欧州諸国ノ上二出ツ。利用上ヨリ立論スル
モ，固ヨリ樹木繁殖ノ事ヲ務メサルヲ得ヘカラス。況シテ気候ノ調和，水泉ノ養源等皆山林二資
ス。厚生上二就テ立論スルモ亦其繁殖ノ事ヲ務メサルヲ得ス。然ルニ，無識ノ細民，唯目前ノ小
利をガイカンシ，其所有林ヲ濫伐スルノミナラス，官林二放火シ，官木ヲ盗伐シ……」（13）と述
べられている。この特別会計制度は恭請書が自ら述べるように，佐賀台湾の役や西南の役などが
勃発し，国事多端のため山林規則が裁可されず，これに加え，1877（明治10）年には，定額予
算さえ減額されたことにたいする対抗措置とみられる。
　しかし，山林作業費制度は2年で廃止され，もとの定額制度（一般会計）に復帰している。そ
の理由を槙氏は，「伺書」（出所不明）なるものの引用によって説明されている。「官林作業ノ実
況ヲ案スルニ，官林の事務ハ定額ヲ似ッテ処弁スル方最適ト確認セリ」と述べるにとどまってい
る。しかし，槙氏によれば，「これが廃止が決定すると，山林局の機構は急に縮小され，作業に
関する5課は廃止された。予算規模も，13年度20万3千余円が，14年度19万1千余円，15年度
17万8千余円と逐年減少した」（ω。
　山林作業費制度は，15年戦争以後の蓄積経理の先駆をなすものであった。「定額費」の予算で
は「山林繁殖」を行うことが不可能とみているのである。さらに，これまで貯蔵した木材とその
（10）前掲書，13ページ。
（11）槙氏は「営業費は……年度末には一旦大蔵省に納付させ，翌年改めて交付された」（同上書，14ページ）
　と述べているが，後述する内務卿伊藤博文の太政大臣への恭請書によれば，「先年来手入伐木ヲナシ木曽，秋
　田，青森，門桁山四所二貯ヘタル木材ヲ発売シ，右代金一旦大蔵省へ納付シタル上，十一年度ヨリ金十万円ヲ
　別途御渡相成，作業費ノ法ヲ似テ五ケ年ヲ限リコレヲ信用シ……」（同上書，14ページ）と述べていることか
　ら，木材売却収入の誤りと思われる。
（12）同上書，14ページ。
（13）同上書，14ページ。ただし，使用不能の文字はカタカナで示した。
（14）同上書，16ページ。
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後の伐採木材の売却収入をもって，作業費の資金にあてているのである。それは木材売却によっ
て，豊富な資金がえられることが前提となっていることはいうまでもない。しかし，筆者はこの
制度に，明治維新後今日にいたる日本の林業政策の一原型をみるのである。第1に殖産興業，第
2に森林保護，そして第3に山村住民蔑視がそれである。
3　森林資金制度（1887年から1888年まで）
　槙氏によって「森林資金制度」と名付けられた特別会計制度は，「森林収入の内，北海道およ
び沖縄の分以外はこれを国庫中の別途部に入れ，森林に属する費用はすべてこの別途部から交付
するもので，毎年度の残金は翌年度に繰越される」ものであった。それは，「明治19年4月営林
署の前身である大小林区制度が創設され，同時に国有林経営の基礎を固め，営林事業を盛んにす
るための拡張計画を実施するため」（15）のものであった。この制度のもとで，山林局の経費は
1886年度が25万余円であったのにたいして，それぞれ28万余円，36万余円と増加している，と
いう。
　以上から，この特別会計も森林伐採による豊富な収入を前提とし，これを営林事業内に確保す
るという，資金留保の経理方式であった。しかし，この制度は1989（明治22）年度に会計法が
制定されて再び一般会計に包括されることとなっている。なぜ包括されなければならなかったか
については，槙氏はなにものべていないが，一般会計は事業から得られた剰余が繰越できない財
政構造である。この一般会計で国有林野事業経営を行うことは，資金留保会計を否定したとみて
よい。
4　森林資金特別会計制度
　槙氏によって「森林資金特別会計」と名付けられた制度が，1899（明治32）年3月，森林資
金特別会計法として制定されている。
　これは，「国有林野ノ処分，国有林ノ実測，施業案編成，造林及森林買上二係ル特別経営ノ為，
森林資金ヲ置キ，其ノ歳入歳出バー般会計ト区分シ特別会計ヲ設置ス」（第1条）という趣旨で
設定された。この会計のための資金は「国有トシテ存置ノ必要ナキ林野売払代金ヲ以テ之二充ツ」
（第2条）と不用の林野の売却代金があてられ，「森林資金ニシテ毎年度内二使用セサルモノハ翌
年度へ繰越スヘシ」（第4条）と，繰越経理をみとめている。「森林資金ヲ使用センイスルトキハ
ソノ金額ヲー般ノ歳入二組入レー般ノ歳出トシテ払出スヘシ」（同第3条）と，いったんは一般
会計の歳入に繰入れてから使用することになっていた。
　このことにより，この特別会計は，「資金特別会計」（槙氏）あるいは「金銭会計」（篠田六郎
氏）といわれている。篠田氏は，「それは，国有林野事業のうちその一部のみに限定し，特定の
収入を財源とし，これを一定の事業に支出するために，一般会計と区分して整理した金銭会計に
止まっていて，これを企業として，その経済的効果を計算したものでない」㈹と述べられてい
　（15）前掲書，16ページ。
（41） 国有林野会計制度の変遷過程
　　　　　表一4
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○支　出
　　事　業　名
　不要存置林野処分
国有林野の実測
施業案編成
造　　　　　　林
　期　　間
明32年　　　10力年　41年
　32年　　　5力年　37年
　47年10力年
　32年　　　10力年　41年
　32年　　　13力年　44年
森林買上1捧力年
事　業　内　容
1翻諜｝
　　2，112，000町歩
無立木地植栽
道路作戦
固定防火線
臨時防火線築設
河川疏通
国土保安上要急
の保安林
国有林経営上必
要な森林
経　　　費
2，427，178円
4，805，883円
　　　　　　　2，355，575円
難極円
：1：999：1｝・・，・・・…円
（合言十　　　　　　　　　　23，022，000円）
○収　入
払下たる林野より収納する地租
施業案編成により増加する森林収入
33年度より増加
42年度以降毎年 50，983円
1舞騒羅し4，435，…円
　（合計　　　　　4，486，183円）
槙重博前掲書。17頁。ただし合計は筆者加筆
る。槙氏によれば，閣議稟請案の計画内容は，表一4のようにまとめられる。
　この特別会計について篠田六郎氏は，この事業を，「実にわが国林政史上未曽有の壮挙であり，
一大革新であるといわれた通り，明治三十二年度から大正十年度に至る二十三力年間に，全国各
地に散在する不要存置林野78万1千町歩を売払い，その代金六千五百十九万円を収入して，森
林資金とし，要存置林野の境界査定，三角測量及び周囲測量を行い，森林経営の基礎計画たる施
業案を四百十万町歩に亙たって編成し，無立木地三十六万町歩に造林して森林を増殖し，林道三
　　　　　　　t千七百里を施行して林産物の利用を促進したほか，民有林二千四百町歩を買上げ，さらにこれら
に付帯する造林保育，貯木場新設，砂防設備及び林業試験など行って，総額五千八百四十万円を
支出したが，これらによって，国有林経営の根本的基礎がはじめて確立せられたということがで
きる。とくに，当時の無立木地への造林は，既に今日三十年生ないし五十年生の造林地となって
現実に吾吾の前に存在し，しかもそれが，国有林の現在人口造林地面積約百万町歩のうちで，面
積的にも，材積的にも重要な位置をしめしていることからみても，この事業の効果を，過小評価
することはできないと思われる」“7）と最大限に評価されている。
　この23年間にわたる事業計画は，林業経営の発展と自然保護（国土保全）という，二つの目
（16）篠田六郎「国有林野会計」中央経済社，1953年，64ページ。
（17）前掲書，64ページ。
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的の達成を目指している。これを「払下たる林野より収納する地租」と「施業案編成により増加
する森林収入」によって賄う構造となっている。
　この時期の豊かな森林資源と木材需要は，これらの大事業を完遂させるに足るものであったと
推定される（事業完了の際，森林資金に剰余があれば，これを一般会計に繰入れることとしてい
る。同第五条）。この全期間の収入6，059万円，支出は5，840万円であり，残額は一般会計に繰り
入れられたとみられる。そればかりでなく，前述のように，造林地，貯木，砂防設備など多くの
財産を残したのである。
5　第二次大戦までの特別会計の評価
　以上，第二次大戦までの特別会計について述べた。この特別会計制度の特徴は，次のようであ
る。
①林野事業についての収支会計である。
②その残額（実際には収入超過額）は林野事業に使用されるもので，豊富な林業資源と木材需要
の安定を基礎にして，その収入を森林資源の増加，林業事業の経営基礎の確立，および国土の保
全のために支出することを目的としている。
③しかし，この特別会計はしばしば廃止の浮き目をみている。その剰余金は一般会計の財源とし
て，使用されてしまうのである。
6　特別会計の制度化への模索
　1921（大正10）年度における国有林野特別経営計画終了後，第二次世界大戦の終了の時期ま
では，一般会計の時代が続く。しかし，そうした時期であっても，特別会計を制度化しようとす
る努力がかさねられている。篠田氏はこれを「昭和五，六年当時」と「昭和一五，六年前後」に
区分されて，その特徴を述べている。
　この前者の時代には，神戸正雄氏「特別会計の基礎」（「経済論叢」1931年8月号），上田卓次
郎氏「官業会計法一新の急務」（r社会改造と企業」，時代不詳），早尾丑麿・渡辺全両氏「日本の
企業」（1930年）などの著書，論文をあげられて，これを解説している。これらは，「公債借入
金の元利払の負担，減価償却費，恩給扶助料等の負担，租税公課の負担等を計算して，なを許す
限りの剰余をも挙ぐるようにしなければならぬ」（神戸），「官業はすべて之を特別会計とし，複
式簿記をおこなわしめ，貸借対照表を一般に発表すべし」（上田），「国有林作業基金制度……国
有林収入の中の自然増収及び将来の伐採量増加による収入増加額を積立て基金を構成し，元金は
森林収入調節のために使用し，利子は国有林経営上の固定し本たるべき施設費に充当する制度」
を可能性ある制度とする（早尾・渡辺）などであった。このように国有林野事業を一般会計で経
営することについて問題の指摘と生産経済としての国有林野事業への新しい特別会計制度採用へ
の指向を示す論説が，国有林野事業が一般会計で営まれるなかで出現しているのである（’8｝。
（18）篠田，前掲書，65～68ページ。
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　その後者の時代について，篠田氏は「戦時経済の真只中であり，林業界では激増する林産物の
需要に応じて，市場統制生産統制に移行しつつあった時代であって，木材需給の調整を充分に行
うには，林政を農林省に統一して，所謂林政統一を実現することの必要が強調せられ，又それに
伴って同時に国有林に対しては，特別会計制度の創設が要望せられた時でもあった」〈19）と述べ
ている。しかし，現実はよりきびしく，森林の乱伐が極端にまですすんだ時期であった。
　この時期の特別会計制度の要望は，このような戦時計画経済の要請としてあらわれた。篠田氏
は，特別会計制度設置にかんする論説として薗部一郎氏「林業政策」（1938年），具体的な建議
書として大日本山林会長，帝国森林会長，帝国治山治水協会長，林政研究会理事長および全国山
林会聯合会頭の連名による時の農林大臣石黒忠篤氏にあてた「建議書」（1940年）をあげ，さら
により具体的なものとして，農林省山林局の委嘱され，1940年から，東京商科大学教授太田哲
三氏，東京帝国大学教授吉田正男氏，逓信事務官内海信夫氏におよび部内の協力によってなされ
た研究をあげている（2°）。この研究は，1942年営林特別会計要旨（太田私案），国有林野特別会計
法要綱案，国有林野特別会計規則要綱案，としてまとめられている。これらは，戦争の苛烈化の
なかで，たとえば松根油採取のための松の大木伐採のような貴重な森林資源の乱伐のなかで制度
化されず，かえって戦後のアメリカ占領軍のもとでの林野事業の特別会計化への新しい要請のな
かにとりいれられていく。
　以上，第二次世界大戦までの林業会計の特徴は次のようである。
①大部分の時期それは一般会計で処理され，林産物売却の豊富な余剰金を一般会計に多く繰り入
れることになっている。とくに，15年にわたる戦争は戦時財政を補うためと，軍事資材供給の
ために，乱伐が極度にすすめられ，林野を荒廃させている。過伐と敗戦による領土喪失のために，
わが国林野の約半分は喪われ，材積においては約四割が失われた，という。まさに，戦争は最大
の公害であり，自然破壊であった。
②特別会計で処理されている時期は，この余剰金を治山治水，林業経営基盤の強化のために支出
しようとしている。
③特別会計における山林作業費制度においては，興業費（今日の創業費にあたる）償却を実施し
ているが，その他の時期をふくめて，この段階の特別会計制度は基調においていわゆる資金会計
であり，収支予決算を一般会計から分離独立させ，その収支差額（剰余金や欠損金）を別個に繰
り越す点に特徴があるが，財産の増減を示す貸借対照表や，立木竹の原価の算定や成果計算の方
法をもつものではない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以　上）
（19）前掲書，69ページ。
（20）篠田，前掲書，68～79ページ参照。
